農業委員会研修テキスト２　農地法に基づいてご説明を申し上げます。
表紙をめくっていただき、まず、「はじめに」とございます。

農業委員会の業務は、農業委員会法に定められています。

農地法や基盤法、農振法など様々な法律で、農業委員会の許可や決定を要件としているものがあり、これらの中でも農地法に基づく仕事は、基本となるものです。
　許可等のほかにも、農地法では、農地の利用状況調査や遊休農地所有者等への意向調査、農地台帳や地図情報の整備など関連する仕事も定められています。
　その農地法ですが、これまで数次にわたる改正が行われてきました。最近では平成27年に４ヘクタールを超える農地転用の権限が国から知事等に移譲されたほか、農業生産法人制度が農地所有適格法人に名称が変更され、議決権要件や役員の農作業従事要件が緩和されました。

　また、平成30年には「農作物栽培高度化施設」の設置にあたって、農地をコンクリート等で覆う行為が農地転用に該当しないものとする規定が整備されました。
そして、令和元年には農地の集積・集約化を促進するため、農地転用の不許可要件として「地域の担い手に対する農地の集積に支障を及ぼす場合」が追加されました。
　農地制度は農地を一筆ごとに権利移動や転用について統制する農地法だけでなく、ゾーニング規制をする農振法や、担い手の育成や担い手への農地集積を図る農業経営基盤強化促進法、農地中間管理機構を介して農地を集積する農地中間管理事業法など、さまざまな制度が一体となって機能するものですが、その基礎は農地法にあります。そのため、まずは農地法のアウトラインをつかんでいただくことが大切になります。
それでは２頁をお開き下さい。
ここでは、農地制度・農地法の目的について記載しています。

農地制度は、①農地の効率利用、②優良農地の確保、③新たな農地ニーズへの対応という３つの考え方で整備されてきました。

　①の観点では、農地法が農地の権利を取得できる者について要件を定めて、権利移動を制限する一方で、いったん権利を取得した者が農地を遊休化させた場合には意向調査や勧告等の対象となる仕組みを設けています。基盤法では、集団的な農地利用調整を図ることで担い手への面的集積を進め、農地中間管理事業法では都道府県段階の農地中間管理機構が貸借による中間保有と再配分を行う仕組みを設けています。

②の観点では、農地法では一筆ごとの転用を規制。農振法では農業振興地域整備計画と農用地区域の設定により、ゾーニング規制を行っています。

③の観点では、市民的な土地利用のニーズに対応するため、小区画で画一的な条件での貸借を農業委員会が認める一定の枠組みにおいて実施する場合には、農地法の許可を得なくても一般市民が農地を利用できる仕組みを設けています。
３頁をご覧下さい。
農地法は昭和２７年に制定された法律ですが、時代の要請に対応して、いくたびの改正を経て、基盤法などそれぞれの役割を持つ法律とともに農地制度としての体系的な役割を果たしています。

２頁の下に農地法の目的がございます。①は農地転用の規制。②は農地の権利取得は農地を効率的に利用する者であって、かつ「地域との調和」に配慮した利用をする者に限ること、③は農地の遊休化を防ぐため、これを確保するための措置の根拠となる規定です。
また、３頁の中央の囲みにあります「農地の権利を有する者の責務」という言葉も心に留めて頂く必要があります。平成２１年の農地法改正で、「農地の所有権または賃借権等を有する者は農地について、適正かつ効率的な利用を確保しなければならない」旨の責務規定が設けられました。もはや「自分の農地を荒らすのは勝手だ」というような考え方では済まない。意識改革が求められるということです。
次に４頁をお開き下さい。

農地法に密接に関わる法律として、基盤法と農振法に簡単に触れておきましょう。

昭和５５年に制定された農用地利用増進法を平成５年に名称変更・拡充したのが基盤法です。経営改善を進めようとする農業者の計画を認定し、経営改善を支援する認定農業者制度、これら担い手への農地集積の促進を図るものです。農地法の特例として、期限が来れば貸した農地が返ってくる「安心して農地を貸せる仕組み」としての農用地利用集積計画もこの法律に基づくものであり、農地の貸し借り等を進める農地中間管理機構特例事業もこの法律に含まれています。平成２５年の改正で新規就農を支援する認定新規就農者制度もこの法律に盛り込まれました。
　農振法は、昭和４４年に制定された法律で、公的な農業投資をする区域を明らかにして、その区域での農地を守る仕組みです。農地転用の許可では、立地基準において農振法の土地利用区分が重要な意味を持ちます。

　次に５頁をご覧下さい。
農地法では農地のほか、採草放牧地についても定義しています。
　農地とは、「耕作の目的に供される土地」とされています。「耕作」とは、土地に労働および資本を投じ、肥培管理を行って作物を栽培することです。農地であるかどうかの判断は土地登記簿上の地目によってではなく、土地の現況に着目して農業委員会が判断します。現に耕作されていなくても耕作しようとすれば、いつでも耕作できるような休耕地も農地ですので、農地として有効に利用するよう意向確認、勧告等の対象となります。

採草放牧地とは、「農地以外の土地で、主として耕作または養畜の事業のための採草または家畜の放牧の目的に供されるもの」です。
６ページをご覧下さい。
農地法３条による農地の権利移動の制限について説明しています。
農地の貸し借りや売買をするときには、農地法に基づいて農業委員会の許可を受ける必要があります。農地の権利を取得する者は原則として農地を効率利用する者に限定しており、農地を耕作しないで資産保有目的で取得することはできません。

農業委員会は農業委員による合議体ですので、許可申請書については総会または部会で許可・不許可を審議・決定します。農地利用最適化推進委員も総会または部会で報告を求められたり、自らの区域に関する議案について自ら出席して意見を述べることができます。

許可が必要なのは、権利の設定・移転であり、２の「許可の対象」にあるように、農地の貸し借りや売買、競売・公売、相続人以外への特定遺贈について許可が必要となります。権利の設定・移転とはいえない相続や法人の合併、法律行為の無効や取消、債務不履行による解除、共有持ち分の放棄、時効取得などは許可申請する必要がありません。
一方で、権利の設定・移転ではあるのですが、３に定める各種制度に基づく手続きを経たものについては、農業委員会の許可は不要となっています。例えば基盤法による利用権設定、農地中間管理事業法による配分計画による権利設定、国・県による権利取得、土地改良法に基づく交換分合、農地中間管理機構の農業委員会への届出による権利取得などです。遺産の分割や、包括遺贈又は相続人に対する特定遺贈も許可不要とされています。
次に、７頁の上をご覧下さい。
６頁でご説明しましたように、相続や法人の合併・分割、時効取得は「権利の設定・移転ではないから許可は不要」とされ、遺産の分割、包括遺贈、又は相続人に対する特定遺贈等については、許可不要とされていますが、このように許可の「対象になっていない」、あるいは「許可が不要な」権利取得についても、権利を取得した者には「権利の取得を知ったときから、おおむね１０か月以内に農業委員会へ届け出ること」が義務づけられています。これは、農地が遊休化するおそれがある場合には、農地の貸し借り等によって有効利用を促すことができるようにするための仕組みです。
農地法３条の許可申請についての相談は事務局等が対応します。添付書類も含めて申請書が整ったら事務局で受け付けをし、事務局での審査と農業委員・推進委員による現地確認を行い、総会又は部会で審議し許可・不許可を決定します。申請書の受付から許可書の交付までの標準処理期間は４週間と定められています。
許可の要件は８頁から記載しています。
基本となる要件は、８頁の表にあるとおり、「権利を取得する農地の全てを効率的に利用すること」です。このほか、「下限面積」が原則として都府県で５０アール、北海道で２ヘクタール以上あること、「地域と調和した農地利用」をすることもここで表した４つの区分の全てに求められる要件です。
４つの区分は、個人であるか、法人であるか、さらに解除条件付き貸借の場合に該当するかで分けられます。この区分は、平成２１年の農地法改正以前は、農作業に常時従事しない個人や農業生産法人以外の法人は農地の権利を取得することが認められませんでしたが、平成２１年の改正によって、適正に農地を利用しない場合には契約を解除するという条件が付いたものに限り、農作業に常時従事しない個人や農業生産法人以外の法人であっても、農地を借りることはできるようになったことに伴って設けられた取り扱いです。

　農業生産法人制度は平成２７年改正によって農地所有適格法人へと名称が変更されました。この「農地所有適格法人」の要件は、法人であって、３条３項の解除条件付き貸借以外の場合についてだけ満たすことが求められる要件です。「農作業常時従事要件」は、個人について、３条３項の解除条件付貸借以外の場合にのみ求められる要件です。法人は自然人つまり血の通った人間と違って、手足があるわけではないので、農作業に常時従事できません。そのかわり、農地所有適格法人になるための要件において、役員や重要な使用人が法人の農作業に常時従事しているかどうかを問う仕組みとなっています。農地所有適格法人制度については、後ほど１８頁でご説明します。

　解除条件付き貸借については、個人・法人ともに、貸借契約書に農地を適切に利用しない場合に契約を解除する旨の条件が付されていることが要件です。また、地域の他の農業者と適切に役割分担し、継続的・安定的に農業経営を行うことも求められます。さらに法人においては、業務執行役員または権限及び責任を有する使用人の１人以上が法人の「事業」に常時時従事することが求められます。一方、農地所有適格法人の場合は、農地所有適格法人になるための要件の中で、法人の理事等又は権限と責任を有する使用人の１人以上が法人の「農作業」に従事することなどが求められます。
それでは、９頁から「基本となる要件」と「解除条件付き貸借の場合の要件」について、一つ一つご説明していきます。

「全部効率利用要件」とは、農地等の権利を取得しようとする者が、取得後の農地等の全てを効率的に利用することが要件になっているということです。農地の権利を持っていない者が新たに農地の権利を取得する場合に、その農地の全てについて効率的に利用する必要があるのは分かりやすいのですが、この９頁の上、左の緑の枠にあるように、すでに農地の権利を持っている者が新たに農地の権利を取得する場合、すでに自分と自分の世帯員等が権利を持っている農地も含めて、その全てについて効率的に利用することが要件になるということです。つまり、原則としては、「自分の家」の農地、農家世帯等として所有したり借りたりしている農地を荒らしたままでは農地を借りたり買ったりすることが認められないということです。ここでいう「等」とは、同居していなくても、息子が結婚してしばらく同居しているような場合がありますが、その家の農業に従事している場合であれば、二親等内の親族については、世帯等に含めて考えるというものです。ですから一緒に住んでは居ないけれども親と一緒に農業をしている場合は、息子名義で所有あるいは借りている農地についても遊休農地がないか点検する必要があります。
全ての農地を有効に利用できるかどうかは、農業機械の保有状況、労働力の確保状況、技術力などを総合的に判断します。機械はリースでも、労働力は雇用も含めて、技術は雇用者や依託先も含めて判断します。もちろん、「解除条件付き貸借でない限り」、個人が農地の権利を取得する場合には、農作業常時従事要件を満たす必要がありますので、「農作業はすべて雇い人に任せる」というのでは農地の権利取得は認められません。

１０頁をお開き下さい。
法人が農地の権利を取得する場合は、３条３項の解除条件付き貸借を除けば、農地所有適格法人である必要があります。貸借であれば３条３項の解除条件付き貸借の方法がありますので、農地の所有権を取得する場合には農地所有適格法人の要件を満たす必要があるとご説明した方が分かりやすいかもしれません。農地所有適格法人とは、農地法上の考え方に過ぎません。会社法や農協法の手続きによって株式会社や合資、合名、合同会社、農事組合法人として法人格が与えられたものが、農地の権利を取得するに当たって、農業委員会で審査を受ける際に、農地所有適格法人としての要件を満たしているかどうか確認を受けるということになります。ですから、従来から名刺等に農業生産法人○○という名称を用いていた農業法人が、農地所有適格法人○○という名称に変更しなければならないことはありませんし、農地所有適格法人と名乗らなくてはならないということもありません。
１０頁の下の、農作業常時従事要件は、個人の場合に求められる要件です。権利を取得する人本人か、あるいはその世帯員等が、耕作又は養畜の事業に必要な農作業に常時従事することが求められます。常時従事とは、原則として年間１５０日以上ですが、１５０日未満の場合でも「農作業を行う必要がある限り、その農作業に従事していれば農作業に従事している」と認められます。その地域で農協やその他の協同組織で行うことが一般的となっている作業を自ら行わなくても、農作業に常時従事していないことにはなりません。
１１頁は下限面積要件になります。
都府県では５０アール以上、北海道では２ヘクタール以上であることが原則ですが、この下限面積は、農地は農地だけ、採草放牧地は採草放牧地だけを合計して要件を満たす必要があります。既に耕作等をしている面積と新たに取得しようとする面積を合計して判断します。
ただし、農業委員会が担い手不足や農地の遊休化など地域の実情を踏まえて「別段の面積」を設定し、公示した場合は、その面積が下限面積になります。
１２頁からは、地域調和要件について具体的に説明しています。
農地の集団化、農作業の効率化、周辺地域における農地の効率的かつ総合的な利用に支障が生じないことであり、具体的には、集落営農や経営体がまとまった農地利用をしている地域でその利用を分断するような権利取得、地域の水利調整に参加しない営農、無農薬・減農薬に取り組む地域でこれを困難にする場合、集落で一体となった共同防除等に支障となる場合、地域の水準より極端に高い賃借料で地域の賃借料を著しく引き上げるような場合が挙げられます。この「地域調和要件」については、３条３項の解除条件付き貸借だけでなく、全ての３条許可案件について求められます。
解除条件付き貸借の要件については、基本となる○全部効率利用、○下限面積、○地域調和要件の３つを満たすことは当然として、○貸借契約書に「農地を適正に利用していない場合には契約を解除する旨の条件が付され」ており、○「地域の農業者との役割分担等」が行われ、○「役員等の１人以上が法人の事業に常時従事する」ことが求められます。こうした場合には、個人については農作業常時従事要件を、法人については農地所有適格法人要件を満たさなくても、農地の権利を取得することが認められるわけです。契約書に盛り込むべき解除条件の具体的な内容については、１３頁の下から１４頁にあるように、原状回復の義務、その費用負担、損害賠償の取り決め、期間途中の解約についての違約金であり、農業委員会は審議の際に記載の内容とそれを実行する能力があるかを審査します。

１４頁の「７　地域農業者との役割分担」とは、地域の話し合い活動への参加や農道、水路、ため池等の取り決め遵守、獣害被害対策への協力等を指します。継続的・安定的な農業経営を行えるかは、機械や労働力の確保状況等から判断します。
８の「業務執行役員等の１人以上が、法人が行う耕作等の事業に常時従事する」とは、法人の農業について権限と責任を有する使用人のうち１人以上が農作業だけでなく営農計画の作成やマーケティング等も含めて、事業に常時従事し、責任をもって対応できることを指します。
１４頁の下からは、解除条件付き貸借において、適正な農地利用を担保するための措置をまとめています。

１つは市町村長への通知です。

解除条件付き貸借の許可をしようとするときは、農業委員会はあらかじめ市町村長に通知します。　市町村長は、農地の農業上の適正かつ総合的な利用を確保する観点から必要があると認めるときは、農業委員会に意見を述べることができます。
２つは、１５頁になりますが、法人等からの農地の利用状況報告です。

　解除条件付き貸借で農地を借りた法人や個人は、毎事業年度の終了後３カ月以内に、農地等の利用状況の報告書を、許可を受けた全ての農業委員会に提出します。農業委員会では、報告書を受理し、農地を適正に利用しているかを確認します。報告書の提出がないときは速やかに報告を求めます。
３つは、「農業委員会による勧告・許可の取り消し・あっせん」です。

病害虫の温床になっている雑草の刈取りをせず、周辺の作物に著しい被害を与えたり、担当である水路の維持管理の活動に参加せず、その機能を損ない、周辺の農地の水利用に著しい被害を与えているような場合、法人の農業部門の担当者が不在となり、地域の他の農業者との調整が行われず、周辺の営農活動に支障が生じている場合などは、農地の借り手に対して相当の期限を定めて勧告を行います。

また、農地が適正に利用されていないにもかかわらず貸し手が契約を解除しなかったり、農地を借りている者が農業委員会の勧告に従わない場合は、農業委員会は農地法第３条の許可を取り消します。１６頁になりますが、勧告や取消の実施については、農業委員会の総会または部会で審議・決定します。

　以上は農地法による許可の場合ですが、基盤法による解除条件付き貸借の場合には、市町村長が勧告、農用地利用集積計画の取消を行います。

　解除条件付き貸借について契約が解除されたり、許可の取消が行われた農地について、遊休化するおそれがある場合には、農業委員会は農地中間管理事業を活用するなどして、あっせんに努めます。
１７頁の下では、所有者不明農地の利活用について説明されています。相続未登記農地では、複数の相続人が「共有」しているケースが珍しくありませんが、こうした農地も共有者の２分の１を超える同意があれば最長２０年の利用権を設定することができます。また、２分の１を超える同意が得られない場合でも農業委員会が一定の範囲で探索・公示することで農地中間管理機構に最長２０年の利用権を設定することができます。
１８頁の中ほどから農地所有適格法人制度の項目になります。
農地所有適格法人とは、法人が農地の権利を取得する際には、原則として、満たす必要がある要件です。ここで、原則として、と申したのは、解除条件付き貸借の場合があるからです。解除条件付き貸借の場合は、農地所有適格法人の要件を満たす必要がありません。この関係については、８頁の表のところでご説明したとおりです。

　農地所有適格法人制度は、以前は農業生産法人制度と呼ばれていました。そのため、いわゆる農業法人の多くは、名刺や看板に農業生産法人という肩書きをつけ、その後に法人の種類として株式会社や有限会社、農事組合法人　○○　と名乗るケースがよく見られました。平成２７年の農地法改正後は農地所有適格法人○○に名刺や看板を変更した法人もありますが、これは必須ではありません。農地所有適格法人とは、農業委員会が農地法３条に基づいて審査する際の要件に過ぎませんので、名刺等に表記は任意となります。
　農地所有適格法人であることは、農地の権利を取得する際の要件の一つに過ぎませんので、そのほかの要件として、８頁にも記載してありましたように、全部効率利用、下限面積、地域調和の要件も同時に満たす必要があることにご留意下さい。
　また、農地所有適格法人としての要件は、農地の権利を取得する入り口の段階だけでなく、農地の権利を保有している間、継続的に満たしている必要があります。これを確認するため、農地所有適格法人として、あるいは法改正前の農業生産法人として農地を取得した法人は、毎年、その法人の事業年度が終わったら３か月以内に農業委員会に報告書を提出する必要があり、農業委員会がこれを確認します。

　１９頁の（１）に「法人形態要件」とありますが、これは設立根拠法の違いによって、大きく農協法の農事組合法人と、会社法の株式会社、合名会社、合資会社、合同会社があります。農地所有適格法人として認められるのは、この５種類だけです。
しかも、株式会社については「公開会社でないものに限る」という限定がついています。これはつまり、法人の定款に「株式の譲渡には会社の承認を必要とする」旨の規定がある会社でなければならないということです。つまり、上場会社などは農地所有適格法人にはなれないことになります。法人とは、法律によって人格を与えられたものということですので、ここで挙げた５種類以外にも法人の種類はあるわけですが、こうした法人が農業経営をしたいという場合は「解除条件付き貸借」で貸借による方式で農業参入をしていただく方法があります。言い換えれば、農地の所有権が必要というのでなければ、解除条件付き貸借をお勧めいただくのが、企業の農業参入支援に当たっての考え方の一つではないかと思われます。
　（２）の事業要件については、法人の主たる事業が農業と関連事業だということです。「主たる」というのは、「過半が」、言い換えれば売上げの５０％超が農業と関連事業である必要があるということです。農業は耕作の業務だけでなく、畜産も含まれます。関連する事業には、生産する農畜産物を原材料として行う製造や加工、貯蔵・運搬、販売等も含まれます。また、過半であるかどうかは、単年度ではなく、直近の３カ年で算定します。異常気象等で農業の売上高が激減したような場合は、その年を除いて直近３カ年分で判断します。新たに法人を設立する場合や既存の法人が農業に参入する場合は、今後３年間の販売計画で判断します。
　なお、令和３年３月の農地法施行規則の改正により、②と⑨の事業が追加されています。②は農畜産物などを原料として用いるバイオマス発電事業とバイオマス熱供給事業、⑨は農地に支柱を立てて、営農を継続しながらその上部空間で行う太陽光発電事業です。再生可能エネルギーの導入拡大に向けた政府の有識者会議での議論を踏まえて追加され、令和３年４月から施行されています。

　２０頁に入りますが、（３）の議決権要件は、以前の農業生産法人制度のときには構成員要件と呼ばれていたものに相当します。ですが、平成２７年の農地法改正によって、誰でも農地所有適格法人の構成員になれるように制度改正がされましたので、「構成員となれる要件」ではなく、「議決権に占める農業者等の割合の要件」という意味で「議決権要件」と呼ばれるようになりました。

　誰でも構成員にはなれるのですが、総議決権の過半は、農地の権利提供者、法人の農業の常時従事者、基幹的農作業を法人に委託した者、農地中間管理機構を通じて法人に農地を貸している個人、ＪＡ・地方公共団体などでなければなりません。いわゆる議決権の過半を幅広い意味での「農業関係者」が保有することが要件となっています。
　２０頁上の緑の枠の中にピンク色の枠があり、「特例」とあるのは、認定農業者の農業経営改善計画の中に位置づけた出資による場合です。この場合は、この出資も含めて２分の１超えになればよいという特例です。ただし、農外の者が出資する場合には総議決権の２分の１未満までという制限があります。農業者である個人や農地所有適格法人が出資者である場合にはこの制限がありません。つまり、篤農家や先進的な農地所有適格法人などで修行した者が独立して法人を設立するような場合に、篤農家や研修先の法人が支援する形で新設法人の株式の過半を経営改善計画に基づいて出資するようなことも可能となっています。
　従来は、関連事業者が農業生産法人、つまり現在の農地所有適格法人に出資するためには３年以上の契約が必要とされていましたが、構成員になることは自由になりましたので、２分の１未満であれば、種苗会社やスーパーはもちろん、銀行や一般企業、個人など誰でも農地所有適格法人の構成員、すなわち出資者になることができるようになりました。

（４）は役員要件になります。
　役員要件は大きく２つに分かれています。その一つは、アにありますように、過半が原則として１５０日「農業」に従事する「構成員」であることです。ここで大切なことは、「農業」には「関連事業」も含まれるということ。「構成員」でなければならないので、出資者ではない単なる従業員ではなく、出資している理事等であって農業に従事している者が過半を占めること。さらに、従事するのは「農作業」である必要はなく「農業」つまり企画管理労働でいいということです。
なお、「特例」とありますが、平成元年の農業経営基盤強化促進法の改正で措置された、グループ会社内で役員を兼務する場合の常時従事要件の緩和です。認定農業者である農地所有適格法人の役員は、出資先（子会社）の農地所有適格法人が認定を受けた経営改善計画に基づき、出資先の法人の役員を年間３０日以上の農業従事で兼務することが可能となっています。
　役員要件のもう一つは、イにありますように、「理事等」又は「農業について権限と責任を有する使用人」のうち１人以上の者が原則として年間６０日以上「農作業」に従事することです。役員要件とは呼んでいますが、必ずしも理事や取締役といった役員である必要はなく、支店長や農場長など名称を問わず、その法人が行う農業に関する権限と責任をもって「地域との調整役」として「責任をもって対応できる者」であればよいということになっています。こうした人が、実際に「農作業」に６０日以上従事することが農地所有適格法人の役員要件となります。農作業とは、耕うん、整地、播種、施肥、防除などであり、マーケティングや労務管理などの企画管理労働とは別に、農作業に原則として６０日従事する必要があります。これが、解除条件付き貸借の場合との注目すべき違いと言えます。
２１頁は、農地所有適格法人の要件確認、指導等になります。

（１）　農地所有適格法人は事業年度が終了したら３か月以内に農業委員会へ報告書を提出します。報告しなかったり、虚偽の報告をすると３０万円以下の過料に処せられます。報告がない場合は速やかに提出するよう書面で求め、不備があって要件を満たしているか判断できない場合は記載を補うよう求めます。
（２）　農業委員会は、報告書の内容や日常業務を通じて得た情報をもとに、農地所有適格法人確認書をまとめて農業委員会に備え付けておきます。

（３）　報告内容については、農業委員会の総会・部会で報告し、要件を満たしているかどうか審議を行います。

（４）　要件を満たしていない、あるいはそのおそれがある法人には、総会・部会の決議をもとに、要件を満たすよう法人に勧告します。勧告をした場合に、法人から農地の所有権を譲り渡す申し出があったときは、農業委員会として、あっせんに努めます。
（５）　農地所有適格法人としての要件を満たすよう勧告したり、要件を満たさない場合に国による買収をするために必要がある場合には、農業委員会は農業委員、推進委員、職員が法人の事務所等に立入調査を行い、農業委員会の会長に報告します。
２２頁をご覧下さい。
農地転用許可制度について書いております。農地を転用しようとする者は農業委員会を経由して許可権者に許可申請を行います。
農地転用の許可権者は基本的には都道府県知事となっていますが、農林水産大臣が指定する「指定市町村」では指定市町村の長となっています。指定市町村とは、農地転用許可制度を適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなどの要件を満たしていると農林水産大臣が指定するもので、農地転用許可制度においては都道府県と同様の権限を有するというものです。

許可権者が都道府県知事の場合も、市町村に許可権限を移譲している場合があり、さらに市町村長から農業委員会が事務委任をしている場合もあります。それぞれの市町村がどのような状況にあるか、ご確認をいただき、それに応じて、今後の事務を進めて頂きますようお願いします。
手続きの流れとしては、まず、農業委員会が許可申請について相談を受け、申請書と添付書類を点検して受理したら、現地確認等を経て、総会又は部会で許可相当・不許可相当を審議し意見を決定します。申請書に意見を付して、これを知事へ、指定市町村においては市町村長へ送付します。
知事から市町村長へ権限移譲され、農業委員会が事務委任を受けている市町村においては、農業委員会が申請書を受理した後、総会又は部会で許可相当・不許可相当を審議した後、許可・不許可について審議・決定します。
　市街化区域内における転用については、農業委員会にあらかじめ届出書を提出して受理されれば許可が不要となります。

　市街化区域外と市街化区域内の取扱については、２２頁の中程にまとめてあります。
　２３頁をご覧下さい。
自らの所有している農地を転用する場合は、権利移動を伴わない転用として農地法４条の許可申請を行います。

他の人から農地を買って、あるいは新たに借りて農地を転用する場合には、権利移動を伴う転用として５条の許可申請を行います。
　４条は農地所有者等が単独で申請しますが、５条は売り主と買い主、又は貸し主と借り主が連名で申請を行います。
　２３頁下には、手続きの流れを図にまとめていますのでご覧下さい。

農業委員会は農地転用許可申請書への意見を付すにあたり、面積が３０アール超の農地についてはあらかじめ都道府県農業委員会ネットワーク機構、すなわち農業会議の意見を聴かなくてはなりません。３０アール以下の農地についても意見を聴くことができます。また、４ヘクタール超の農地をまとめて転用する場合には、あらかじめ農林水産大臣に協議しなければなりません。
２４頁から２５頁には、農地転用の許可基準について図解しています。

転用許可基準は、「立地基準」と「一般基準」とからなっています。
２４頁をご覧下さい。

「立地基準」では、農振法に基づく「農用地区域内農地」は原則不許可となっています。市街化調整区域で公共投資後８年以内あるいは１０ヘクタール以上の集団農地は「甲種農地」としてやはり原則不許可です。１０ヘクタール以上の集団農地、あるいは公共投資対象農地、または生産力の高い農地は「第1種農地」として原則不許可です。都市的整備がされた区域内の農地や市街地の農地は「第３種農地」として原則許可です。農業公共投資の対象となっていない小集団の農地や市街地として発展する可能性のある農地は「第２種農地」であり第３種農地に立地困難な場合に許可・・・というように、農地区分に応じた基準があります。原則不許可の中にも、甲種、１種、それぞれに例外的に許可できる場合があります。

これら立地基準を満たす場合であって、次の「一般基準」を満たす場合に許可をすることができます。
「一般基準」は、転用の確実性がみとめられない場合、周辺農地への被害防除措置が適切でない場合、地域の農地の農業上の効率的・総合的な利用に支障がある場合、一時転用の場合に農地への原状回復が確実と認められない場合には許可できないというものです。転用の確実性には、他法令の許可見込みがない場合、関係権利者の同意がない場合、遅滞なく転用されない場合等があります。

農地転用許可が不要な場合としては、国や都道府県、指定市町村が転用する場合、ただし、学校や病院、社会福祉施設、庁舎または宿舎のための転用を除きます。
また、土地収用される場合、基盤法による場合、土地収用法対象事業のために市町村が転用（ただし、学校、病院、社会福祉施設、市役所、特別区の区役所、町村役場等を除く）する場合となっています。

２６頁をご覧下さい。
立地基準の判断にあたっては、転用候補地が立地基準（農地区分）からみて妥当な位置であるかを審査します。

一般基準においては、転用目的実現の確実性、被害防除措置等について審査します。宅地分譲を目的とする宅地造成事業は土地転がし等を防止する観点から、市町村が行う者等を除いて不許可となっています。周辺農地の営農条件への支障では、土砂の流出による災害や農業用用排水の機能障害等の恐れがないか審査します。地域の農地の農業上の効率的・総合的な利用の支障では、担い手への農地利用集積に支障がないか等を審査します。

また、２７頁の上表にありますように、申請書の受理後３週間以内に意見書を添付して知事に送付するという標準処理期間が設定されています。

違反転用については、許可を受けないで無断転用した場合はもちろん、事業計画どおりに転用していない場合も、工事の中止や原状回復命令等を行います。違反転用や原状回復命令違反には、３年以下の懲役又は３００万円以下の罰金、法人には1億円以下の罰金が適用されます。農業委員会は違反転用を知った際は、速やかに事情を調査し、遅滞なく都道府県知事又は指定市町村の長に報告書を提出し、知事等からの通知に従って違反転用者を指導します。

２８頁をご覧下さい。
「農地の利用状況調査と遊休農地に対する措置」とあります。

農業委員会は、毎年1回、管内のすべての農地の利用状況を調査し、「遊休農地」と「遊休化のおそれのある農地」を把握した場合には、その所有者等を対象に「利用意向調査」等を行わなければならないこととなっています。

２８頁のフローチャートは、農地法３０条から４２条までの遊休農地等に対する措置の流れをまとめています。利用状況調査で把握した遊休農地について、所有者等への利用意向調査を行い、農地中間管理機構への貸付等を促すとともに、遊休農地のまま放置する者には農地中間管理機構との協議を勧告し、協議が調わない場合には知事裁定で機構に農地中間管理権を取得させるという手続きを農業委員会が中心となって行う仕組みとなっています。耕作者が不在、あるいはそのおそれがある農地についても農地中間管理機構が利用権を取得する手続きを定めています。

農地中間管理機構は、担い手への農地集積を進めるため、都道府県段階に設置され、農地所有者から農地を借り受け、必要に応じて圃場整備等を行った上で、まとまった形で担い手に貸し付けるものです。
農地利用状況調査は、平成２１年の農地法改正で法定化されましたが、それ以前からも組織運動として「農地パトロール」として取り組まれてきたものです。

農地パトロールは、遊休農地だけでなく、地域の農地利用の総点検として取り組むものであり、遊休農地の実態把握と未然に発生を防止するための呼びかけも行っています。また、違反転用の発生防止に向けて、農家や住民に対してＰＲを行い、違反転用等を発見した場合には都道府県知事に早期に通知するとともに、迅速な是正に向けて働きかけを行うこととしています。
遊休農地に関する措置の流れ図は、２９ページの上のとおりです。８月頃に利用状況調査を行い、遊休農地等と判定した場合は直ちに意向調査書を発出します。１カ月間の回答期限を設け、期限までに回答が得られない場合は、推進委員等が直接訪問をするなどして意向を確認します。６カ月経過後に現地確認を行い、意向どおりに対応されていない場合は１か月以内に農地中間管理機構と協議するよう勧告します。
なお、令和３年に農地法の運用通知が改正されて、利用状況調査等の内容が見直されたほか、利用意向調査、現地確認・勧告の実施時期が前倒しされました。具体的には順を追ってご説明します。
２９頁の中ほどに利用状況調査（農地パトロールの実施）とあります。
利用状況調査は、地区担当の農業委員や農地利用最適化推進委員、事務局や地域農業に精通した人、市町村の職員や農業団体等の協力を得て実施します。
調査には現地確認のための地図やこれまで実施した調査結果等を持参します。
目に見える取り組みとするため、農業委員キャップや腕章、ゼッケンまたは農地パトロールポロシャツを着用し、自動車にはマグネット板を付けます。農地パトロールの実施を地元新聞社やテレビ等に告知し、取材を依頼するなど、周知に努めます。地図等を利用しながら、道路から目視で確認します。
遊休農地や違反転用は写真を撮影し、地図にも記録します。
活動の結果は、全国農業図書が刊行している「農業委員活動記録セット」の「活動記録簿」に記録します。

３０頁をお開きください。
利用状況調査は令和３年度から調査内容が新しくなりました。
一つは赤い字で「利用状況調査で新たに確認する項目」とありますが、遊休農地の「現況」や「発生場所」の確認が必要となりました。このうち「現況」については「傾斜地」「不整形地」「狭小地」など８つの項目から選択しますが、傾斜度や面積などの明確な基準は設けられていないため、遊休化の背景として該当するものを地域の状況等を踏まえて確認者の判断で選択します。
また、表の下に赤い字で記載されていますが「遊休農地等の区分」が見直されました。
これまで遊休農地等は４つに分類されていましたが、このうち、１年以上にわたって耕作されておらず、今後も耕作されないと見込まれる農地、いわゆる「１号遊休農地」は、荒れ具合に応じて、草刈り等で耕作が可能な「緑区分」と基盤整備事業等が必要な「黄区分」の２つに区分されました。従いまして、利用状況調査で遊休農地等を見つけた場合は、３０頁の下の図の５分類の中のどれに該当するかを判定することになります。
３１頁の上になりますが、利用状況調査を実施した結果、その土地が森林の様相を呈するなど、農業上の利用が見込めない場合は、調査後直ちに非農地判断を行い、農地台帳上の現況地目を「山林」「原野」等に変更します。
続きまして、「遊休農地等の所有者等に対する利用意向調査等」に移ります。
遊休農地を発見した場合は、自作地なら所有者に、借りている人がいる場合はその人に、農地法３２条に基づいて、３１頁の利用意向調査を行います。
対象となる「遊休農地」とは、さきほどご説明した「1号遊休農地」のほか、②周辺の農地利用の程度に比べて著しく利用が劣っている農地、いわゆる「２号遊休農地」も遊休農地に含まれます。

また、耕作者不在の農地や不在となることが確実な農地についても、利用意向調査を実施します。
これらの農地に加えて、これまで利用意向調査の対象外だった「農地中間管理機構が農業上の利用の増進を図ることができないと判断した遊休農地」についても、農地法施行規則の改正により、令和３年度から調査対象となりました。
　利用意向調査は、従来は、毎年１１月末までに調査票を発出し、翌年１月末までの範囲で回答期限を設けることとされていましたが、令和３年度から遊休農地等と判定した後、直ちに調査書を発出し、調査から１カ月以内の範囲で回答期限を設定するように前倒しされました。期限までに回答が得られない場合は、推進委員等が直接訪問するなどして確実に意向を確認するようにします。
利用意向調査で確認することは、３２頁の上にありますように、①農地中間管理機構に農地を貸し付けるか、②自ら買い手や借り手を捜すか、④自ら耕作するか、⑤その他、などの５つです。
３２頁の（３）は、利用意向調査結果を踏まえた対応について記載しています。
　利用意向調査の結果、所有者が農地中間管理機構への貸し付けを希望する場合は、農業委員会は機構にその旨を通知し、速やかに必要なあっせん・利用調整を行います。
また、農業委員会は意思表明から６カ月経過後、速やかに現地確認を行い、所有者等が自ら示した意向どおりに対応していなかったり、利用意向調査書の発出から６カ月経過しても利用意向を表明しない場合は、現地確認から１カ月以内に農地中間管理機構と協議をするよう所有者等へ勧告し、これを機構にも通知します。農業上の利用の意思がない旨の表明があった場合は、意思表明から１か月以内に勧告します。
この現地確認と勧告の実施時期ですが、以前までは「翌年８月頃の利用状況調査で現地確認、１１月末までに勧告」とされていましたが、利用意向調査の実施時期の見直しに伴い、令和３年度から前倒しされています。

　なお、３３頁の上にありますように、勧告の対象となった農地は年末までに解消あるいは農地中間管理機構に貸し付け等がされないと、翌年１月１日から固定資産税の評価額が１．８倍となります。ただし、貸付意向を示したのに機構が借りない場合などは課税強化は行われません。
　一方で、所有する農地すべて（１０アール未満の自作地を残すことはできます）を新たに農地中間管理機構に１０年以上貸し付けると、１５年未満であれば３年間、１５年以上なら５年間、固定資産税が２分の１になります。
続きまして「農地の賃貸借の解約」についてご説明します。
農地法第１８条では、農地や採草放牧地の賃貸借について、知事の許可を受けなければ、原則として、解除や解約の申し入れ、合意解約、更新拒絶の通知ができないことになっています。ただし、引き渡し期限の６カ月以内に成立した合意が書面により明らかになっている場合の合意解約や、１０年以上の賃貸借であって解約権を留保していないものや水田裏作の賃貸借での更新拒絶は、知事許可がなくてもすることができます。
賃貸借の解約等の許可申請書は農業委員会で受け付けし、総会又は部会で審議の上意見を決定し、都道府県知事に送付します。
知事許可の基準は、賃借人が信義に反した行為をした場合、農地転用が相当な場合、賃貸人の自作を相当とする場合、遊休農地の賃借人が農業委員会から機構との協議勧告を受けた場合、農地所有適格法人としての要件を欠いた法人からの返還等となっています。ここで、「信義に反した行為」とは、賃料の不払い、無断転用、転貸、不耕作等です。
農地法が民法の特別法として持つ効力には、３４頁にあるように、農地法第１６条に定める、引き渡しの対抗力があります。登記をしていなくても、農地の引き渡しを受けたことで、物件を取得した第三者に対抗できます。もちろん、農業委員会の許可を受けなければ貸借の契約を結んでも無効ですし、売買契約も無効です。

農地法１７条では賃貸借の法定更新を定めています。期間満了の1年から６カ月前までに知事の許可を得て更新拒絶の通知をしなければ、従前と同じ条件で賃貸借をしたものと見なされます。同じ条件とはいっても、期間は含まれず、期限の定めのない賃貸借となりますので、注意が必要です。

農地の賃貸借の存続期間は、農地法１９条により５０年まで可能となっています。民法上の賃借権が最長２０年となっていることの特例です。建物を建てるための土地の賃貸借については、借地借家法では３０年以上で上限なく長期で契約を結べることとなっているのとは異なります。

また、農業委員会は実際に締結されている賃借料に関するデータを収集し、最高額、最低額、平均額等を算出し、公報誌、インターネット等を活用して幅広く情報提供することとなっています。
３５頁には、和解の仲介制度について記述しています。
農地法第２５条に根拠があり、農地または採草放牧地の利用関係について紛争があった場合に、当事者からの申し立てをもとに農業委員会が和解の仲介を行います。ただし、農業委員会が困難又は不適当であると認めるときは申し立て者の同意を得て知事に和解の仲介を行うべき旨の申し出をすることができます。仲介を行う場合は、農業委員から３人の仲介委員を指名して仲介を行い、和解が成立したら和解調書を作成します。和解調書には民法上の和解の効力が生じます。
最後に３６頁には「農地台帳・地図の整備と公表」について記述されています。
農地台帳は農地等に関する情報を取りまとめた法定台帳で、農業委員会の所掌事務を的確に行うための基本情報となります。台帳と地図の情報は、農地の受け手に広く情報を発信し、農地集積を図ることを目的に、農地法５２条の３により、インターネット等で公表されています。全国農業会議所では、農地台帳と地図の情報を一元管理したウェブサイト（全国農地ナビ）を公表しています。
以上、農地法を中心とした制度の概要をご説明しましたが、実際に事務にあたり、農家からの相談に対応していく上では、ここでご説明した内容よりもさらに詳細な知識を必要とする場合が多くあります。こうした場合には事務局にご相談の上、法律、政令、省令はもとより、農水省の関連通知等にあたりながら、的確な農地制度の執行に留意いただきますようお願いします。
